


　株主の皆様におかれましては、平素は格別のご支援を
賜り、厚く御礼申し上げます。

　ここに第86期上半期（平成23年４月１日から平成23年
９月30日まで）の事業の概況並びに決算の状況をご報告
申し上げます。

　今後ともなお一層のご支援を賜りますようお願い申し
上げます。
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■ �当社グループを取り巻く事業環境及び当上半期の主
な取組み

　当上半期における世界経済は、欧州の政府債務問題の

先行き不透明感や欧米の景気後退懸念が強まる中、アジ

ア地域においても景気の減速感が見られるなど、予断を

許さない状況となっています。また、東日本大震災によ

り大きな痛手を受けた国内景気は、サプライ・チェーン

の立て直しとともに回復しましたが、円高の長期化や海

外景気の低迷などによる景気の下振れが懸念されます。

　情報通信ネットワークの分野においては、ブロードバ

ンド化の進展により、映像配信サービスやクラウドコン

ピューティングなど様々なサービスが生み出されていま

す。移動通信の分野では、モバイル端末の通信速度の飛

躍的な向上が可能な次世代通信規格であるLTE（Long 

Term Evolution）の商用サービス開始が世界各国に広

がっており、世界の主要な通信事業者と通信機器ベン

ダーによる開発投資が本格化しています。また、携帯端

末サービスが拡大している中国やインドなどの新興国に

おいても通信インフラの整備が積極的に進められています。

　このようにビジネスチャンスが拡大する中、当社グ

ループは、ソリューションの機能強化やラインアップの

充実、顧客サポート力の強化整備などに取り組みました。

■ 当上半期の業績概要

　当上半期は、モバイル市場向け計測器の需要拡大によ

り計測事業が好調に推移しました。この結果、受注高は

448億56百万円（前年同期比25.1％増）、売上高は446億21

百万円（前年同期比21.9％増）となりました。また、営

業利益は63億92百万円（前年同期比126.8％増）、経常利

益は54億19百万円（前年同期比208.4％増）、当期純利益

は38億11百万円（前年同期比292.1％増）となりました。

■ 株主の皆様への中間配当

　以上の結果、株主の皆様への中間配当につきましては

1株につき、5円とさせていただきました。

区　　　　　分 第83期 第84期 第85期 第85期
上半期

第86期
上半期

売 上 高（百万円） 83,940 73,548 77,853 36,617 44,621
営 業 利 益（百万円） 905 4,583 6,994 2,818 6,392
経 常 利 益（百万円） 170 3,578 5,362 1,757 5,419
当 期 純 利 益（百万円） △ 3,540 385 3,069 972 3,811
1株当たり当期純利益 （円） △ 27.78 3.02 24.09 7.63 29.91
総 資 産（百万円） 100,983 101,188 99,249 107,205 104,610
純 資 産（百万円） 37,524 37,674 39,906 37,976 42,073
1株当たり純資産額 （円） 294.29 295.49 313.09 297.87 329.57
研 究 開 発 費（百万円） 11,704 9,387 9,380 4,615 4,910
設 備 投 資 額（百万円） 2,236 1,134 1,549 572 1,061
減 価 償 却 費（百万円） 3,099 2,979 2,589 1,276 1,243
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■計測事業

計測
34,014百万円
（76.2％）

第86期
上半期
売上高
446億円

情報通信
978百万円
（2.2％）

その他
2,433百万円
（5.5％）

産業機械
7,194百万円
（16.1％）

　通信事業者、関連機器メーカー、保守工事業者などへ納入する、

多機種にわたる通信用及び汎用計測器、測定システム、サービス・

アシュアランスの開発、製造、販売を行っています。

●売 上 高 340億14百万円（前年同期比 34.5％増）

●営業利益 63億66百万円（前年同期比192.4％増）

 ・�北米や日本を中心に次世代通信規格であるLTEのチップセット

及び携帯端末の開発用計測器、アジアを中心に多機能携帯端末

の製造用計測器の需要が増大しました。

 ・�北米やアジアにおいてネットワーク・インフラの建設・保守用

計測器の需要が堅調に推移しました。

光ファイバ用計測器
（光ファイバの破断点、障害箇所を高精度に測定
できる計測器）

LTEシグナリングテスタ
（LTE擬似基地局として動作し、LTE携帯端末の接
続性を検証できるシミュレータ）

携帯端末開発製造用計測器
（3Gスマートフォン、LTE端末などの開発・量産
用計測器）
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■事業部門別売上高（連結）
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日本
16,222百万円
（36.3％）

第86期
上半期
売上高
446億円

EMEA
5,693百万円
（12.8％）

アジア他
12,699百万円
（28.5％）

米州
10,006百万円
（22.4％）

■情報通信事業

　官公庁や地方自治体へ納入する公共情報システム、通信オペレー
ターやインターネットサービスプロバイダー等向けの映像配信システ
ムや帯域制御装置などの開発、製造、販売を行っています。
●売 上 高 9億78百万円（前年同期比4.5％減）
●営業損失 4億77百万円（前年同期は5億70百万円の損失）
 ・�公共投資予算と密接に関連する官公庁向けビジネスが低調でした。

■産業機械事業

　高精度かつ高速の各種自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出
機などの食品・薬品・化粧品産業向けの生産管理・品質保証システム、
及び電機産業向けの電子部品の高密度実装における品質検査を行う精
密計測機器などの開発、製造、販売を行っています。
●売 上 高 71億94百万円（前年同期比14.4％増）
●営業利益 3億46百万円（前年同期比21.8％減）
 ・�食品産業向けビジネスにおいて、日本や米州で食品の検査設備への

需要が堅調に推移しましたが、円高などの影響により、価格競争が
激化しました。

■その他の事業

　デバイス事業、物流、厚生サービス、不動産賃貸等からなっていま
す。なお、当上半期中に精密計測事業の区分をその他の事業から産業
機械事業に変更しました。
●売 上 高 24億33百万円（前年同期比39.5％減）
●営業利益 3億85百万円（前年同期比61.4％減）
 ・�デバイス事業において前期は堅調に推移した国内映像配信市場向け

の需要が一巡し、低調でした。

帯域制御装置
（高精細なテレビ会議や映像配信、データ通信を
可能とする通信機器）

FBGセンサモニタ
（ビルや橋梁などの歪み、振動などを遠隔でモニ
タリングできる装置）

X線異物検出機
（食品に紛れ込む金属、骨、石などを検出する機器）
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■地域別売上高（連結）

EMEA：欧州、中近東、アフリカ地域
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■ 資産
現金及び預金の増加などにより流動資産

が増加したことから、資産は前期末から53
億61百万円増加し、1,046億10百万円にな
りました。

■ 有利子負債
有利子負債は、前期末から2億24百万円

減少し、366億14百万円になりました。
①短期借入金・長期借入金
　シンジケートローン　81億円
　（うち60億円の返済期日：平成24年9月28日）
②第4回無担保社債
　満期　平成24年9月26日
　利率　年1.87％

③�2015年満期ユーロ円建転換社債型新株
予約権付社債

　満期　平成27年9月28日
　利率　なし
　転換価格　629円

連結貸借対照表のポイント

（単位：百万円）連結貸借対照表

科  目 第85期 第86期
上半期

資産の部 99,249 104,610
流動資産 69,673 75,922

現金及び預金 27,993 32,595
受取手形及び売掛金 19,175 19,424
たな卸資産 15,763 16,942
繰延税金資産 5,813 6,061
その他 1,207 1,135
貸倒引当金 △ 279 △ 235

固定資産 29,575 28,687
有形固定資産 17,652 17,206
建物及び構築物 10,789 10,499
機械装置及び運搬具 1,389 1,306
工具、器具及び備品 1,227 1,205
土地 4,245 4,187
建設仮勘定 0 8
無形固定資産 1,872 1,650
のれん 1,255 1,076
その他 617 574
投資その他の資産 10,049 9,830
投資有価証券 806 766
繰延税金資産 1,270 1,384
長期前払費用 7,571 7,230
その他 480 528
貸倒引当金 △ 79 △ 79

合 計 99,249 104,610
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科  目 第85期 第86期
上半期

負債の部 59,342 62,536
流動負債 20,403 39,706

支払手形及び買掛金 6,147 5,763
①短期借入金 2,239 8,219
②１年内償還予定の社債 － 9,900

未払法人税等 867 2,086
役員賞与引当金 93 －
その他 11,055 13,736

固定負債 38,938 22,829
②社債 9,900 －
③新株予約権付社債 10,000 9,995
①長期借入金 14,700 8,500

リース債務 1,178 921
繰延税金負債 345 314
退職給付引当金 1,895 2,049
役員退職慰労引当金 20 19
その他 898 1,030

純資産の部 39,906 42,073
株主資本 47,002 50,185

資本金 14,051 14,056
資本剰余金 23,001 23,007
利益剰余金 10,792 13,967
自己株式 △ 842 △ 846

その他の包括利益累計額 △ 7,107 △ 8,185
その他有価証券評価差額金 122 100
繰延ヘッジ損益 △21 △ 17
為替換算調整勘定 △ 7,207 △ 8,268

新株予約権 11 73
合 計 99,249 104,610

第85期　　　：平成23年3月31日現在（第86期上半期：平成23年9月30日現在）
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連結損益計算書のポイント
■ 売上高

モバイル市場向け計測器の需
要拡大により計測事業が好調に
推移し、前年同期比21.9％増と
なりました。

■ 営業利益
計測事業での大幅な増収と売

上総利益率の改善などにより、
前年同期比126.8％増となりま
した。
■ 経常利益

円高の進行により為替差損7億
7百万円が発生しましたが、営業
利益の大幅な増加により前年同
期比208.4％増となりました。

連結損益計算書 （単位：百万円）

科  目 第85期
上半期

第86期
上半期

売上高 36,617 44,621
売上原価 20,312 23,526
売上総利益 16,305 21,095
販売費及び一般管理費 13,486 14,702
営業利益 2,818 6,392

受取利息 55 30
受取配当金 19 22
貸倒引当金戻入額 － 25
その他の営業外収益 70 53

営業外収益 146 131
支払利息 372 259
為替差損 666 707
その他の営業外費用 168 138

営業外費用 1,207 1,105
経常利益 1,757 5,419

投資有価証券売却益 － 9
特別利益 － 9

投資有価証券売却損 － 19
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 68 －
投資有価証券評価損 0 －

特別損失 68 19
税金等調整前当期純利益 1,688 5,409

法人税、住民税及び事業税 878 2,053
法人税等調整額 △ 162 △ 455

少数株主損益調整前当期純利益 972 3,811
当期純利益 972 3,811

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

第85期上半期：平成22年4月1日から平成22年9月30日まで（第86期上半期：平成23年4月1日から平成23年9月30日まで） 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

■ �営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益の計

上などにより、当上半期におけ
る営業活動の結果得られた資金
は純額で70億31百万円となりま
した。

■ �投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支

出がありました。
■ �財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払6億37百万円が
ありました。

連結キャッシュ・フロー計算書のポイント

科  目 第85期
上半期

第86期
上半期

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,545 7,031
税金等調整前当期純利益 1,688 5,409
減価償却費 1,256 1,252
のれん償却額 320 179
受取利息及び受取配当金 △ 75 △ 52
支払利息 372 259
その他の営業外損益・特別損益 94 0
売上債権の増減額 3,919 △ 890
たな卸資産の増減額 △ 1,668 △ 1,615
仕入債務の増減額 96 △ 6
その他 2,141 3,465
小 計 8,145 8,000
利息及び配当金の受取額 75 52
利息の支払額 △ 367 △ 261
法人税等の支払額 △ 399 △ 849
法人税等の還付額 92 90

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 527 △ 761
有形固定資産の取得による支出 △ 471 △ 698
有形固定資産の売却による収入 8 2
投資有価証券の取得による支出 △ 2 △ 2
投資有価証券の売却による収入 － 10
その他 △ 62 △ 74

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,637 △ 1,095
短期借入金の純増減額 2,131 －
長期借入金の返済による支出 △ 200 △ 200
社債の発行による収入 10,000 －
社債の償還による支出 △ 7,024 －
株式の発行による収入 － 5
配当金の支払額 － △ 637
その他 △ 269 △ 263

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 223 △ 572
現金及び現金同等物の増減額 11,432 4,601
現金及び現金同等物の期首残高 26,269 27,993
現金及び現金同等物の期末残高 37,702 32,595

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

第85期上半期：平成22年4月1日から平成22年9月30日まで（第86期上半期：平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）
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■�米国のLTE公衆安全ネットワーク建設の�
実網試験に協力

■CEATEC JAPANとJAPAN PACKに出展

　アンリツのハンドヘルド計測器が、米国サンフランシスコのベイ・
エリアで計画されているLTE公衆安全ネットワークの実網試験用計測
器として採用されました。LTE公衆安全ネットワークは、事件・事故
が起こった際の緊急連絡網として利用されるものです。実網試験は、
都市部や郊外で頻発している事件・事故を想定し、警察、消防、救急
医療など公衆安全に携わる職員の緊急連絡網の有効性を判断するため
に行われ、Anritsu Company（米国）のエンジニアが、ネットワーク
上を流れるデータ通信量、その品質を測定しました。測定結果は、米
国の連邦通信委員会に報告され、今後のLTE公衆安全ネットワーク建
設計画に活かされます。

　アンリツグループ各社は展示会に参加し、最先端のソリューション、
取組みを発信しています。

・CEATEC JAPAN 2011
　今年のCEATEC JAPAN 2011（10月4日～8日、幕張メッセ）では、

「ビジネス＆ソサエティゾーン」にブースを構えました。
　計測事業では、スマートフォンやLTE、そして家電、自動車などの
ネットワーク化を支えている各種計測器を出展しました。
　また、防災・減災ソリューションとして、東日本大震災で被災した
通信ネットワークの早期復旧に貢献している光ファイバ用計測器や災
害発生時の緊急連絡、安否確認を支援する減災コミュニケーションシ
ステム、マルチスクリーンシステムなども出展。
　様々な領域で情報通信社会の発展と安全、安心を支えているアンリ
ツグループの総合力をPRしました。

・JAPAN PACK 2011
　JAPAN PACK 2011（10月18日～21日、東京ビッグサイト）には、
アンリツ産機システム㈱が参加しました。X線異物検出機や重量選別
機、計量機など、食品・医薬品の安全と安心を支えているソリュー
ションを豊富なラインアップで紹介しました。
　また、ビデオカメラによる生産ラインの記録やバーコードを用いた
固体識別を可能とする総合品質管理システムも展示。プレゼンテー
ションでは、毎回多数のお客様の関心を集めました。 食品検査ソリューションを紹介しました

グループの総合力をPRしました

LTE用ハンドヘルド計測器を使った試験
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■郡山市PTAの皆様に、放射線講演会を実施

■�実用無線通信発祥の地で、記念交信と�
ラジオ製作教室開催

　アンリツ㈱郡山事業所の従業員が、郡山市PTA連合会の皆様に、
「放射線から子供を守る、知恵と工夫」というテーマで講演を行いま
した。当日は、郡山市PTA連合会東ブロック（小学校12校、中学校6
校）の皆様など270名が出席されました。講演では、放射線の基礎や
影響、郡山市の汚染状況に加え、生活面で気をつけることや除染など
今できることを、事前に募集した質問17件に対する答えを交え、分か
りやすく説明しました。講演会の模様は、NHKや福島民報で紹介され
ました。また今後、郡山市PTA連合会の他ブロック（小学校76校、中
学校27校）の皆様にも講演する予定です。

　アンリツの前身である安中電機製作所が製造し、世界初の実用無線
電話機として知られる「TYK式無線電話機」が2012年に発明100周年
を迎えます。そこで当社アマチュア無線班を中心とする「実用無線電
話発明100周年記念局実行委員会」が企画したのが、実用無線通信発祥
の地である三重県神島での記念交信と地元の子供達を対象にしたラジ
オ製作教室でした。
　記念交信では、海外を含め、約840局のアマチュア無線家と交信。
神島の地から日本の技術者が成し遂げた偉業を発信しました。
　また、ラジオ製作教室では子供達にはんだ付けから組み立てまでを
教え、手作りのAMラジオを完成させました。

　TYK式無線電話機は、1912年（明治45年）に発
明された無線電話機です。発明者は逓信省の鳥潟右
一技師、横山英太郎技師、北村政治郎技師の3名で、
この3名の頭文字からTYK式と名付けられました。製
造を担当したのがアンリツの前身の一つであり、我
が国の無線通信機製造の草分けである安中電機製作
所でした。
　TYK式無線電話機は、世界で初めて実用に供され
た無線電話機であり、三重県の鳥羽～答志島～神島
間の船舶通信で利用されました。

270名が詰め掛けた講演会の模様

手作りラジオで子供達と交流

TYK式無線電話機
（逓信総合博物館所蔵）

志摩無線電話局内のTYK式無線電話機
（逓信総合博物館所蔵）
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役　員
取 締 役 会 議 長 戸 田 博 道
代 表 取 締 役 社 長 橋 本 裕 一
代 表 取 締 役 田 中 健 二
取 締 役 城 野 順 吉
取 締 役 谷 合 俊 澄
取締役（社外取締役） 細 田 　 泰
取締役（社外取締役） 青 井 倫 一
取締役（社外取締役） 関 　 孝 哉
常 勤 監 査 役 小 野 浩 平
常 勤 監 査 役 山 口 重 久
監査役（社外監査役） 田 中 信 義
監査役（社外監査役） 神 谷 國 廣

執行役員
社 長 ※ 橋 本 裕 一
専 務 執 行 役 員 ※ 田 中 健 二
常 務 執 行 役 員 フランク・ティアナン
執 行 役 員 ※ 城 野 順 吉
執 行 役 員 高 橋 敏 彦
執 行 役 員 ※ 谷 合 俊 澄
執 行 役 員 舟 橋 伸 夫
執 行 役 員 永 田 　 修
執 行 役 員 窪 田 顕 文
執 行 役 員 高 　 橋 　 光 一 郎
執 行 役 員 政 　 文 祐
執 行 役 員 菊 川 知 之
執 行 役 員 川 辺 哲 雄
執 行 役 員 ゲラルド・オストハイマー

（注）※印を付した執行役員は、取締役を兼務しております。

会社の概要（平成23年9月30日現在）　

商 号 アンリツ株式会社
ANRITSU CORPORATION

本 社 神奈川県厚木市恩名五丁目1番1号
（〒243−8555）

創 立 昭和6年3月17日
資 本 金 140億円
従業員数 3,702名（連結）　837名（単独）

国内ネットワーク

海外ネットワーク

札幌

広島

厚木

福岡

Anritsu EMEA Ltd. （英国）
　EMEA地域の計測器販売統括

Anritsu U.S. Holding, Inc. （米国）
　海外子会社の持株会社
Anritsu Company （米国）
　計測器の開発、製造
　米州の計測器販売統括

Anritsu A/S （デンマーク）
　計測器の開発、製造、販売

Anritsu Company Ltd. （香港）
　アジア地域の計測器販売統括

仙台

東北アンリツ株式会社
（計測器、情報通信機器の製造）

郡山事業所

さいたま

名古屋
大阪

東京

計測器の開発・製造拠点
計測器の営業拠点（現地法人・支店）

産業機械の開発・製造拠点
産業機械の営業拠点（現地法人）

ア ン リ ツ 株 式 会 社（本 社）
（計測器等の開発、販売）

アンリツ産機システム株式会社
（産業機械の開発、製造、販売）
アンリツネットワークス株式会社
（情報通信機器の開発、販売、保守）
アンリツ計測器カストマサービス株式会社
（計測器の校正、修理、保守）
ア ン リ ツ デ バ イ ス 株 式 会 社
（光デバイスの製造）
アンリツエンジニアリング株式会社
（ソフトウェアの開発）
ア ン リ ツ 興 産 株 式 会 社
（施設管理、厚生サービス、カタログ等制作）
ア ン リ ツ 不 動 産 株 式 会 社
（不動産の賃貸）
ア ン リ ツ テ ク マ ッ ク 株 式 会 社
（加工品、ユニット組立品の製造、販売）
株式会社アンリツプロアソシエ
（シェアードサービスセンター業務）
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株価（円） 出来高（百万株）
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平成21年度
（第84期）

平成23年度
（第86期）

平成22年度
（第85期）

金融機関
（46名）
63,513千株
（49.60%）

個人その他
（11,255名）
30,061千株
（23.47%）

外国法人等
（170名）
22,328千株
（17.44%）

証券会社
（42名）
1,486千株
（1.16%）

その他の法人
（221名）
10,670千株
（8.33%）

大株主
・発行可能株式総数 ／ 400,000,000株
・発行済株式総数 ／ 128,059,797株
・株主数 ／ 11,734名
・株式の所有者別状況

株式の状況（平成23年9月30日現在）

社債の状況

株価・出来高の推移

株　主　名 持株数（千株）持株比率（％）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 16,645 13.06

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 14,057 11.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 9,545 7.49

日 本 電 気 株 式 会 社 8,312 6.52

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 2,964 2.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社・住友信託退給口 2,500 1.96

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 2,486 1.95

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 2,314 1.82

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 年 金 特 金 口 ） 1,961 1.54

G O L D M A N  S A C H S  I N T E R N A T I O N A L 1,695 1.33

（注）持株比率は自己株式（621,875株）を控除して計算しております。

銘　　　　　　　柄 発　　行　　日 社債残高 転換価額 転換率
平成24年9月26日満期 百万円 円 ％

第 4 回 無 担 保 社 債 平成19年9月26日 9,900 － －
平成27年9月28日満期 平成22年9月28日 9,995 629 0.052015年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債
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■株主メモ
■事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
■定時株主総会 毎年6月開催
■基準日 定時株主総会　　毎年3月31日

期末配当金　　　毎年3月31日
中間配当金　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

■株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたし
ます。証券会社に口座を開設されていない株主様は、下記の電話照会先にご連絡ください。
■株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社

■株主名簿管理人事務取扱場所
東京都中央区八重洲二丁目3番1号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　 （郵便物送付先） 東京都府中市日鋼町1番10（〒183-8701）
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　 （電話照会先）  0120-176-417
　 （インターネットホームページURL）

http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html
■特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である
上記の住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設いたしました。特別口座についてのご照会及び住所
変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。
■公告の方法 当社ホームページに掲載します。
　 （URL） http://www.anritsu.com/ja-JP/koukoku.asp

■単元未満株式の買取り及び買増しについて
　単元未満株式（1,000株未満の株式）を保有されている株主様は、当社に対し、保有されている単元未満株式の買取請
求をすることにより、売却することができます。また、当社に対し、保有されている単元未満株式と合わせて単元株式数

（1,000株）となる数の株式の買増請求をすることにより単元株式とすることもできます。買取請求・買増請求をする場
合は、お取引先の証券会社（口座管理機関）にお問い合わせのうえ、お手続きください。特別口座に記録されている単元
未満株式の買取請求・買増請求の場合は、特別口座の口座管理機関である住友信託銀行株式会社にお問い合わせのうえ、
お手続きください。


